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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

 

１．業務の適正を確保するための体制 

 

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締

役会において次のとおり決議しております。 

 

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役がその職務権限に基づ

いて決裁した稟議書等の文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び社内

規程に基づき、関連資料とともに定められた期間保存する。また、取締役からの閲覧の要請があ

った場合に閲覧、謄写等が可能となる状態にて管理する。 

 

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

経営上のリスクについては、リスク管理に関する基本的事項を定めた「リスク管理規程」に基

づき、適時適正に管理し行動する。また、経営戦略会議の下部組織であるリスク管理委員会にて

四半期ごとに事業経営に影響を与えるリスクを洗い出して重要リスクを特定し、各重要リスクに

ついて対策を講じ、継続的改善を図る。 

 

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

「取締役会規程」に基づき、取締役会は原則として月１回、及び必要に応じて臨時に開催し、

法定事項及び重要事項について審議・決定し、業務執行状況の監督等を行う。また、｢組織規程｣

及び｢職務権限規程｣に基づき、担当職務、業務分掌、指揮命令関係等を明確化し、取締役の効率

的な職務執行を図るとともに、その職務執行状況を適宜、取締役会に報告する。 

その他、速やかな経営判断を可能にするため、取締役会以外に経営戦略会議を設置し、これを

定期的に開催する。 

 

（４）取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社の役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、｢東京高圧

山崎グループ行動規範｣の実践的運用と徹底を行う体制を構築する。 

当社の役員及び従業員は、重要な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見し

た場合、「コンプライアンス規程」及び「内部通報者保護規程」に基づき報告するものとし、「内

部通報者保護規程」にて通報を行った者又は相談をした者に対する保護及び個人情報の保護を定め
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ている。 

当社の監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締

役会の職務執行を監査・監督する。 

当社は、内部監査部門として代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、「内部監査規程」及び

年次の内部監査計画に基づき、各部門について内部統制システムの有効性を含めた内部監査を実

施し、監査結果は、定期的に代表取締役社長に報告するとともに、監査等委員会に対しても内部

監査の状況を報告する。 

 

（５）当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策に加え、東京高圧山

崎グループの企業集団としての業務の適正と効率性を確保するために必要なグループとしての規

定を｢東京高圧山崎グループ行動規範｣として定めている。 

また、関係会社の管理の基準及び手続について定めた「関係会社管理規程」に基づき、関係会社

の管理は管理本部が担当し、代表取締役社長は管理本部長から随時報告を受け、重要な事項につい

ては事前に協議し、当社取締役会に報告又は承認を得るものとする。 

その他、子会社の代表取締役社長又は当社から派遣されている子会社の取締役は、定期的に開催

する当社の経営戦略会議に出席し、当該事業の状況を報告する。 

監査等委員及び監査等委員会は、東京高圧山崎グループの連結経営に対応したグループ全体の監

視及び監査を実効的かつ適正に行えるよう会計監査人との緊密な連携をとる。また内部監査部門は、

関係会社担当取締役の要請に応じて子会社等の重要な業務運営についての監査を実施し、その結果

を関係会社担当取締役に報告する。 

 

（６）監査等委員会の職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合に関する体制並びにその従業

員の取締役からの独立性に関する事項 

監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、当該従業員を配置するも

のとする。 

指名された従業員の独立性を確保するため、当該従業員への指揮権は監査等委員会に移譲された

ものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。 

 

（７）取締役及び従業員が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関

する体制 

監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務執行の状況を把握するため、取締役会、経営

戦略会議その他の重要な会議に出席するほか、稟議決裁書類その他の業務執行に関する文書等をい

つでも閲覧できる体制を整備・維持する。 
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監査等委員会は必要に応じて取締役及び従業員に対して職務執行の状況報告を求めることがで

きる。なお、監査等委員会に職務執行の状況報告した取締役及び従業員に対して、当該報告を行っ

たことを理由として不利益な扱いを行うことを社内規程等において禁止する。 

 

（８）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針 

当社は、監査等委員会の監査の実効性を担保するため、監査等委員会が職務執行のために必要

な費用の前払又は請求を求めたときは、これに応じる。 

 

（９）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査等委員会は、代表取締役社長、業務執行取締役、会計監査人及び内部監査部門と定期的に意

見交換の機会をもち、監査上の意見及び情報の交換を行うことにより監査の実効性を確保できる体

制を整備する。 

 

（10）財務報告の適正性を確保するための体制 

当社及びグループ会社の財務報告に関する信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の基

本方針に基づき、財務報告に係る必要かつ適切な内部統制を整備し、運用する。 

 

（11）反社会的勢力による被害を防止するための体制 

当社及びグループ会社は、｢東京高圧山崎グループ行動規範｣に基づき、反社会的勢力及び団体と

は関係を持たない。 

「反社会的勢力の排除に関する規程」及び「反社チェックマニュアル」の方針及び手続に従い、

定期的に株主又は新規取引先及び継続取引先に対し当該調査を実施するとともに、契約書又は覚書

に暴力団排除条項を追加し取引先と契約更新を行うなどして反社会的勢力に対する取引を含めた

一切の関係を遮断する。 

 

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況 

 

（１）コンプライアンス 

当社は、当事業年度において必要なコンプライアンスについて項目別に経営戦略会議にて説明を

行い、法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。また、「内部通報者保護

規程」に基づき、内部通報があった場合には、代表取締役社長及び顧問弁護士に報告する体制を構

築しており、内部通報者保護の充実に努めております。 

 



- 4 - 

 

（２）リスク管理に対する取り組み 

当社は、当事業年度においてリスク管理委員会を４回開催し、主要なリスクの把握とその対策状

況について検討を行いました。 

 

（３）監査等委員の職務の執行について 

監査等委員は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、経営戦略会議やその他の重要な会議

への出席、内部監査部門及び会計監査人との連携を通じて、取締役の意思決定並びに業務執行の妥

当性及び適正性を監査しました。また、代表取締役社長、各取締役及び子会社監査役と意見交換を

行い、監査の質の向上を図っております。 

 

（４）内部監査の実施 

内部監査部門が作成した内部監査計画に基づき、当社及び当社グループ会社の内部監査を実施し

ております。 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）                          

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法により評価しております。 

② その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 

……期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。） 

・市場価格のない株式等 

……移動平均法による原価法により評価しております。 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品及び製品……総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

② 仕 掛 品……個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

③ 原 材 料……総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数については、次のとおりであります。 

建物 ２～45年 

構築物 ２～45年 

機械及び装置 ２～17年 

車両運搬具 ２～ ６年 

工具、器具及び備品 ２～15年 
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（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、顧客との契約において約束された対価から値引き及び割戻し等

の変動対価を控除した金額で収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含ん

でおりません。 

① 物品の販売及び運送 

当社は、物品の販売及び運送を行っており、顧客に物品を引き渡した時点で収益を認識して
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おります。 

ただし、物品の販売のうち、顧客の指定する納入場所が国内のものについては、「収益認識に

関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取り扱いを適用し、出荷時点において収

益を認識しております。 

なお、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る額から仕入先

に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。 

② 工事契約 

  当社は、機器の設置・組立及び断熱工事等を行っており、そのうち、工事契約に該当するも

のについては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した

工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。ただし、契

約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短

い工事契約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点

で収益を認識しております。 

 

（重要な会計上の見積り） 

（固定資産の減損） 

（１）当事業年度において計算書類に計上した金額 

科目 当事業年度（千円） 

減損損失 — 

有形固定資産 2,546,083 

無形固定資産 125,488 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

固定資産の減損については、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、資産の収益性の低

下により投資額の回収が見込めなくなった状況にある固定資産については回収可能性を反映

させるように回収可能価額を見積り、帳簿価額を減額する処理を行っております。 

② 算出仮定 

継続的な営業損益のマイナスや市場価格の著しい下落等、減損の兆候が認められる資産グル

ープの減損損失の認識及び測定に用いられる将来キャッシュ・フロー等については、経営環境

等の外部要因に関する情報や売上見込み及び予算等の内部情報との整合性、資産グループの現

在の使用状況や使用計画を考慮したうえで、将来の利益計画に基づき合理的に見積りを行って

おります。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

当該見積りの前提となる将来の利益計画等について、条件の見直しが必要となった場合には、

減損損失が発生する可能性があります。 
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（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

 この結果、計算書類に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－2項に定める経過的な取り扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

なお、計算書類に与える影響はありません。 

 また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の

注記を行うことといたしました。 

 

（追加情報） 

（新型コロナウイルスの感染拡大の会計上の見積りに与える影響） 

  当事業年度の計算書類の作成にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響が軽微であると仮定し会

計上の見積りを行っております。ただし、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が

高いため、上記仮定に変化が生じた場合には、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を及ぼす可能

性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保資産及び担保付債務 

（１）担保に供している資産 

現金及び預金 10,000千円 

建物 192,691千円 

土地 531,895千円 

 

（２）担保に係る債務 

買掛金 43,067千円 

未払金 115千円 

１年内返済予定の長期借入金 30,120千円 

長期借入金 119,280千円 
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２．有形固定資産の減価償却累計額 2,715,438千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権・債務 

関係会社に対する短期金銭債権 187,795千円 

関係会社に対する長期金銭債権 144,540千円 

関係会社に対する短期金銭債務 25,637千円 

関係会社に対する長期金銭債務 36,000千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

売上高 347,766千円 

仕入高等 154,945千円 

その他の営業取引 41,170千円 

営業取引以外の取引高 29,904千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式     439,386株 

 

２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

 普通株式      24,931株 

 

３．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基準日 効力発生日 

2021年８月27日 普通株式 20,722千円   50円00銭 2021年５月31日 2021年８月30日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基準日 効力発生日 

2022年８月29日 普通株式 29,011千円   70円00銭 2022年５月31日 2022年８月30日 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金 33,391千円 

役員退職慰労引当金 23,551 〃 

賞与引当金 19,778 〃 

貸倒引当金 657 〃 

減損損失 10,393 〃 

投資有価証券評価損 16,877 〃 

棚卸資産評価損 6,654 〃 

減価償却費 18,780 〃 

未払事業税 6,621 〃 

未払法定福利費 2,925 〃 

資産除去債務 6,185 〃 

その他 361 〃 

繰延税金資産小計 146,178千円 

評価性引当額 △56,180 〃 

繰延税金資産合計 89,998千円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △30,219千円 

資産除去債務に対応する除去費用       △5,969 〃 

その他 △1,172 〃 

繰延税金負債合計 △37,361千円 

繰延税金資産の純額 52,636千円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.6％ 

％ （調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％ 

％ 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4％ 

％ 住民税均等割 8.8％ 

％ 税額控除等 △2.0％ 

％ 評価性引当額の増減 △0.9％ 

％ その他 △1.3％ 

％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.2％ 

％ 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、必要な長期資金については中期経営計画に照らして、主に銀行借入により調達してお

ります。一時的な余資は、安全性の高い金融資産で運用しております。また、短期的な運転資金

を銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、借入金の利率の変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。また、関連会社等に対

し長期貸付を行っております。 

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で

あります。これらは流動性リスクに晒されております。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナン

ス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る調達であります。このうち長期借入金

の一部については、金利変動リスクに晒されております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程及び債権管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握する体制を取っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握してお

ります。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、適時に資金繰り計画を作成する等の方法により、流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価格が変動することがあります。 

 

 

 

 



- 12 - 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2022年5月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1) 投資有価証券（*２） 381,276 381,276 — 

(2) 長期貸付金 

（１年内回収予定を含む） 
160,664 160,365 △298 

資産計 541,940 541,642 △298 

(1) 長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
2,007,032 2,001,149 △5,882 

(2) リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
60,447 60,930 483 

負債計 2,067,479 2,062,080 △5,398 

（*１） 「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未

払法人税等」につきましては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。 

（*２） 市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおり

であります。 

 

区分 当事業年度（千円） 

非上場株式 211,791 

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

現金及び預金 488,471 — — — — — 

受取手形 752,116 — — — — — 

電子記録債権 857,737 — — — — — 

売掛金 1,745,823 — — — — — 

長期貸付金（１年内 

回収予定を含む） 
16,010 15,954 89,400 7,300 6,000 26,000 

合計 3,860,159 15,954 89,400 7,300 6,000 26,000 
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４．長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

長期借入金（１年内 

返済予定を含む） 
617,023 514,160 544,273 249,445 82,131 — 

リース債務（１年内 

返済予定を含む） 
23,705 13,363 10,914 5,961 3,943 2,556 

合計 640,728 527,523 555,187 255,406 86,074 2,556 

 

５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 381,276    —    —  381,276 

資産計 381,276     —    —  381,276 
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（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期貸付金 

（１年内回収予定を含む） 
   — 160,365  — 160,365 

資産計    — 160,365  — 160,365 

長期借入金 

（１年内回収予定を含む） 
  — 2,001,149  — 2,001,149 

リース債務 

（１年内回収予定を含む） 
  — 60,930  — 60,930 

負債計   — 2,062,080  — 2,062,080 

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分

類しております。 

長期貸付金 

長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利

回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。 

長期借入金、リース債務 

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（有価証券に関する注記） 

その他有価証券 

区分 種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を 

超えるもの 

株式 302,279 194,981 107,298 

小計 302,279 194,981 107,298 

貸借対照表計上額が取得原価を 

超えないもの 

株式 78,996 87,604 △8,607 

小計 78,996 87,604 △8,607 

合計 381,276 282,586 98,690 
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（資産除去債務に関する注記） 

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

本社事務所の不動産賃貸借契約、並びに一部の事務所及び工場の定期借地権契約に伴う原状回

復義務等であります。 

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を建物の残存耐用年数に応じて12年から34年と見積り、割引率は0.2％から

0.8％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

（３）当該資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） 

 

貸借対照表計上額 

期首残高 
見積りの変更による 

増加額 

時の経過による 

調整額 
期末残高 

資産除去債務 20,060 — 139 20,200 

 

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

当社は、本社以外の不動産賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状

回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期限が明確でなく、現在

のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸不動産（土地）及び遊休不動産（土地）を有して

おります。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

期末時価 
期首残高 期中増減額 期末残高 

賃貸等不動産 289,452 △7,393 282,058 903,760 

（注） 期末の時価は、主として不動産鑑定士の不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額を基に算定した金額によっております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

所有（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主 大陽日酸㈱ 
東京都 

品川区 
1,500,000 

産業ガス 

事業他 

被所有 

 直接 19.0％ 

当社商品の 

販売 

同社商品の 

購入 

商品及び原

材料の購入

(注)１ 

445,032 
支払手形 119,725 

買掛金 41,933 

固定資産の

購入(注)１ 
7,145 支払手形 3,735 

主要株主が議

決権の過半数

を所有してい

る会社 

日酸

TANAKA

㈱ 

埼玉県 

入間郡 

三芳町 

1,220,000 
産業ガス 

事業他 
— 

当社商品の 

販売 

同社商品の 

購入 

商品の購入

(注)１ 
130,523 買掛金 98,993 

主要株主が議

決権の過半数

を所有してい

る会社 

昭和電工ガ

スプロダク

ツ㈱ 

神奈川県 

川崎市 
2,079,000 

産業ガス 

事業他 
— 

役員の兼任 

当社商品の 

販売 

同社商品の 

購入 

商品及び原

材料の購入

(注)１ 

381,491 買掛金 203,109 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（注）１．販売価格及び購入価格は、市場価格を勘案して決定しております。 

 

２．子会社及び関連会社 

（単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

所有（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
メーコ

ー㈱ 

東京都 

渋谷区 
50,000 

塗料事業 

他 

所有 

 直接 77.3％ 

役員の兼任 

当社商品の販売 

同社商品の購入 

経営管理業務の受託 

経営管理業務 

受託(注)1 
19,000 — — 

関連会社 
オガワ

産業㈱ 

千葉県 

市原市 
10,000 

産業ガス 

事業他 

所有 

 直接 45.0％ 

被所有 

 直接  0.5％ 

役員の兼任 

当社商品の販売 

同社商品の購入 

商品の販売 

(注)2 
200,342 

受取手形 95,708 

売掛金 12,595 

関連会社 

北関東

総合ガ

スセン

ター㈱ 

栃木県 

小山市 
20,000 

産業ガス 

事業他 

所有 

 直接 35.0％ 

役員の兼任 

当社商品の販売 

同社商品の購入 

設備投資に対する貸付 

受取利息 

(注)3 
589 

長期貸付金 

（1年内回収 

予定を含む） 

95,880 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（注）１．業務受託料については、経営管理を行うため個別の契約に基づき決定しております。 

２．販売価格及び購入価格は、市場価格を勘案して決定しております。 

３．資金の貸付については、市場金利及び調達金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 5,890円55銭 

１株当たり当期純利益 268円93銭 
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（収益認識に関する注記） 

１．収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 
産業ガス・ 
溶材機材事業 

ファイン 
製品事業 

計 その他 合計 

産業ガス 4,625,164 — 4,625,164 — 4,625,164 

溶材機材 3,530,644 — 3,530,644 — 3,530,644 

化学品 — 1,737,311 1,737,311 — 1,737,311 

特機製品 — 604,162 604,162 — 604,162 

顧客との契約から生じる収益 8,155,808 2,341,474 10,497,283 — 1,0497,283 

その他の収益（注） — — — 35,205 35,205 

外部顧客への売上高 8,155,808 2,341,474 10,497,283 35,205 10,532,488 

（注） 「その他の収益」の区分は、不動産事業におけるリースに係る収入等を含んでおります。 

 
２．収益を理解するための基礎となる情報 

   顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 重要な会計方

針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

 


